
北海道立総合研究機構農業試験場植物遺伝資源提供要領  
  
 平成２２年４月１日農研本企１０号－８ 
 農業研究本部長通知 
 改正 平成２４年６月１８日農研本企第３３８号 

 
（趣旨） 
第１ 地方独立行政法人北海道立総合研究機構農業研究本部（以下「農研本部」という。）

に属する農業試験場（以下「農試」という。）が保有する植物遺伝資源（以下「遺伝資
源」という。）の提供（農試の業務として行うものを除く。）については、他の法令、
条例又は規則に特別の定めがある場合を除くほか、この要領の定めるところによる。 

   
（定義） 
第２ この要領において、「遺伝資源」とは、種子、塊茎、苗木その他の植物体の全部又

は一部で、農業上有用な遺伝形質を有するものをいう。 
２ この要領において、「品種」とは、育成品種及び在来品種をいう。 
３ この要領において、「野生種」とは、野生植物（栽培植物に近縁の野生植物を含む。）

をいう。 
４ この要領において、「優良品種」とは、北海道農作物優良品種認定要領に基づき北海

道知事が認定した品種又は野生種をいう。 
５ この要領において、「育成系統」とは、交配、選定その他の人為的な方法によって育

成後、育成を中止した系統をいう。 
 
（提供する遺伝資源の範囲） 
第３ 農試の長（以下「場長」という。）は、農試の業務を妨げない範囲内において、そ

の保有する遺伝資源を農研本部以外の者に提供することができる。 
２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる遺伝資源は、提供することができない。 

(1) 農研本部及び北海道以外の者が育成した品種（生物の多様性に関する条約（平成５年
条約第９号）が日本国について効力を生ずる日（1993年12月29日）以前に育成者権が失
効しているもの、もしくは育成者権が無く育成者が農研本部による提供を了解したもの
を除く。） 
(2) 農研本部及び北海道以外の者が育成した育成系統 
(3) 農研本部及び北海道が他に譲り渡さないことを条件に譲り受けた遺伝資源 
(4) 農研本部及び北海道以外の者が国外から導入した遺伝資源（生物の多様性に関する条
約が日本国について効力を生ずる日（1993年12月29日）以前に導入したものを除く。） 
(5) 北海道農業の発展に支障を及ぼすおそれがある遺伝資源 

３ 第１項の規定にかかわらず、次に掲げる遺伝資源は、国外において使用する目的のた
めに提供することができない。 

 (1) 国外から導入した遺伝資源 
 (2) 種苗法（平成10年法律第83号）第４条に規定する出願品種又は同法第20条に規定する

登録品種（当該出願品種又は登録品種が一代雑種等である場合は、その親品種を含む。
以下これらを総称して「登録品種等」という。）であって、当該登録品種等の品種登録
に係る出願日から４年（樹木及びぶどうについては、６年）を経過しないもの 

４ 遺伝資源を農研本部又は北海道に譲り渡した者又は道外において遺伝資源を農研本部
又は北海道と共同で収集した者が当該遺伝資源の提供を受けようとする場合については、
前３項の規定、第４の規定、第５の規定、第７の１ただし書の規定、第７の２の規定及
び第11から第14までの規定は、適用しない。 

 
（使用目的） 
第４ 第３の１の規定により提供を受けた遺伝資源は、試験研究の用、教育の用、優良品

種の展示栽培の用又は地域特産物の生産その他の北海道の地域振興を図るための用（以
下「地域振興の用」という。）に供しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる遺伝資源は、当該各号に定める目的のた
めに供しなければならない。 

 (1) 国外から導入した品種又は野生種（これらの遺伝資源のうち優良品種を除く。） 
   試験研究の用又は教育の用、旧優良品種のうち育成者権が失効したものは地域振興

の用 
 (2) 優良品種 
   試験研究の用、教育の用又は優良品種の展示栽培の用 
 (3) 品種又は野生種（これらの遺伝資源のうち前２号に掲げるものを除く。） 
   試験研究の用、教育の用又は地域振興の用 
 (4) 育成系統 
   試験研究の用 
 
 



（提供先） 
第５ 遺伝資源を試験研究の用に供する者は、次に掲げる者でなければならない。 
 (1) 試験研究に関する業務を行う独立行政法人若しくは地方独立行政法人、地方公共団体

の試験研究機関又は大学 
 (2) 北海道の機関 
 (3) 市町村、農業協同組合その他の農業団体 
 (4) (1)及び(3)に掲げるもののほか、試験研究に関する業務を行う法人 
２ 遺伝資源を教育の用に供する者は、学校、博物館その他の教育機関でなければならな

い。 
３ 遺伝資源を優良品種の展示栽培の用に供する者は、農業改良普及センター（北海道農

業改良普及センター条例（昭和33年北海道条例第33号）の規定により設置されたものを
いう。）又は道内の市町村若しくは農業協同組合その他の農業団体でなければならない。 

４ 遺伝資源を地域振興の用に供する者は、次に掲げる者でなければならない。 
 (1) 道内の市町村 
 (2) 道内の農業協同組合その他の農業団体 
 (3) 前２号に掲げるもののほか、法人その他の団体 
 (4) 道内に居住する者 
 
（提供量） 
第６ 農試が提供する遺伝資源の量は、一件一点あたり、極小粒種（千粒重５グラム未満

のもの）は１グラム、小粒種（千粒重５グラム以上10グラム未満のもの）は２グラム、
中粒種（千粒重10グラム以上100グラム未満のもの）は200粒、大粒種（千粒重100グラム
以上500グラム未満のもの）は100粒、極大粒種（千粒重500グラム以上のもの）は50粒、
栄養繁殖体は５体（塊茎５個、球根５球、枝５本等）を限度とする。ただし、遺伝資源
を地域振興の用に供するときは、この限りではない。 

２ 前項の規定にかかわらず、場長は、遺伝資源の使用の目的を達するため必要と認める
ときは、極小粒種、小粒種及び中粒種については前項に規定する量の20倍、大粒種につ
いては前項に規定する量の５倍、極大粒種及び栄養繁殖体については前項に規定する量
の10倍を限度として提供することができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、遺伝資源を農研本部又は北海道に譲り渡した者又は道外
において遺伝資源を農研本部又は北海道と共同で収集した者が当該遺伝資源の提供を受
けようとするときは、農試が提供する遺伝資源の量は、当該遺伝資源を譲り渡した量又
は収集した量を限度とする。 

 
（提供価格） 
第７ 遺伝資源の提供価格は、無償とする。ただし、遺伝資源を地域振興の用に供すると

きは、有償とする。 
２ 前項ただし書に規定する場合においては、当該遺伝資源の価格は、場長が決定する。 
 
（提供の申請） 
第８ 遺伝資源の提供を受けようとする者は、第４に掲げる使用目的ごとに当該遺伝資源

を保有している農試の場長に、別記様式第１号による申請書（以下「申請書」という。）
を提出しなければならない。 

２ 第６の１に規定する量を超える量の遺伝資源の提供を受けようとする者（第６の３の
規定により遺伝資源の提供を受けようとする者を除く。）は、申請書に別記様式第２号
による超過申請理由書（以下「理由書」という。）を添付しなければならない。 

 
（提供の決定） 
第９  場長は、第８の規定による申請があった場合は、遺伝資源の名称、利用目的、数量な

ど依頼の内容を確認、検討し、提供の可否を決定するものとする。 
２ 場長は、前項の決定に当たり、必要に応じて農研本部長と事前に協議するものとする。 
３ 場長は、次に掲げるときは、事前に農研本部長と協議するものとする。 
 (1) 第５の１の(4)又は第５の４の(3)若しくは(4)に掲げる者に提供しようとするとき。 
 (2) 国外に提供しようとするとき。 
４ 場長は、遺伝資源の提供を決定した場合は、その旨申請者に通知するとともに、その

内容を速やかに農研本部長に報告するものとする。 
５ 場長は、次に掲げるときは、申請に係る遺伝資源の提供を拒み、又はその提供量を制

限することができる。 
 (1) 遺伝資源を第３の３又は第４の規定に反する目的のために使用するおそれがあると

き。 
 (2) 第11の規定に反し、遺伝資源を第三者に使用させ、又は譲渡するおそれがあるとき。 
 (3) 申請に係る遺伝資源に余剰がないとき。 
 (4) 遺伝資源の提供により農業研究本部の業務に支障を生ずるおそれがあるとき。 
 (5) その他北海道農業の発展に支障を及ぼすおそれがあるとき。 



６ 場長は、前項の規定により遺伝資源の提供を拒み、又はその提供量を制限する場合は、
その理由を付して申請者へ通知するとともに、その内容を速やかに農研本部長に報告す
るものとする。 

 
（受領書の提出） 
第10 遺伝資源の提供を受けた者は、別記様式第３号により受領書を速やかに場長に提出

しなければならない。 
 
（譲渡等の制限） 
第11 遺伝資源の提供を受けた者は、当該遺伝資源及び当該遺伝資源の使用の過程で新た

に増殖された遺伝資源を自己の用に供するものとし、第三者に使用させ、又は譲渡して
はならない。ただし、地域振興の用に供する目的として遺伝資源の提供を受けた場合に
おける当該遺伝資源の使用の過程で新たに増殖された遺伝資源については、この限りで
ない。 

 
（変更の届出） 
第12 遺伝資源の提供を受けた者は、当該遺伝資源の使用について申請書及び理由書に記

載した事項を変更しようとする場合は、事前に別記様式第４号による届出書を場長に提
出しなければならない。 

２ 場長は、前項の届出があった場合は、第９の規定に準じて、変更の可否を決定するも
のとする。 

   
（使用結果等の報告） 
第13 遺伝資源の提供を受けた者は、当該遺伝資源の使用が終了したとき（地域振興の用

に供する目的として遺伝資源の提供を受けた場合にあっては、当該遺伝資源の使用を開
始したとき）は、遅滞なく、別記様式第５号による報告書を場長に提出しなければなら
ない。 

２ 場長は、遺伝資源を提供した者に対し、当該遺伝資源に係る使用計画の実施状況につ
いて報告を求めることができる。 

 
（使用後の遺伝資源の取扱い） 
第14 遺伝資源の提供を受けた者は、当該遺伝資源の使用が終了したときは、速やかに当

該遺伝資源及び当該遺伝資源の使用の過程で新たに増殖された遺伝資源を廃棄しなけれ
ばならない。ただし、地域振興の用に供する目的として遺伝資源の提供を受けたときは、
この限りでない。 

 
（その他） 
第15 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 
  
 付則（平成22年4月1日農研本企10号－8） この要領は平成22年4月1日から施行する。 
 付則（平成24年6月18日農研本企第338号） この要領は平成24年6月18日から施行する。 
 
 


